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平成３１年２月２５日

各 国 立 大 学 法 人
総務担当課 御中

各大学共同利用機関法人

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課

文部 科 学省 研究 振 興局 学 術機関 課

国立大学法人及び大学共同利用機関法人が株式及び新株予約権を

取得する場合の取扱いについて

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下 「国立大学法人等」という ）が国立、 。

大学法人法施行令（平成１５年政令第４７８号。以下 「政令」という ）第３条におい、 。

て定める特定大学技術移転事業を実施する者（ 承認 、産業競争力強化法（平成２「 」）TLO
５年法律第９８号）第２１条において定める認定特定研究成果活用支援事業計画に従って

特定研究成果活用支援事業を実施する認定特定研究成果活用支援事業者（ 認定 ）及「 」VC
び政令第２４条各号に掲げる事業を実施する者以外の株式及び新株予約権（以下 「株式、

等」という ）を取得することについて、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号。。

以下 「国大法」という ）は直接言及しておらず、これまで「国立大学法人及び大学共、 。

同利用機関法人が株式及び新株予約権を取得する場合の取扱いについて（通知 （２９）」

文科高第４１０号。平成２９年８月１日付文部科学省高等教育局長・研究振興局長通知。

以下 「平成２９年通知」という ）において、その取扱いについて示してきたところで、 。

す（参考資料１をご参照ください 。）

このたび、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成２０年法律第６

３号。以下 「科技イノベ活性化法」という ）が平成３１年１月に改正され、同法第３、 。

４条の４第２項において、大学等が、その研究開発の成果の普及及び活用の促進を図るた

めに適当と認めるときは 「大学等の研究開発の成果を事業活動において活用し、又は活、

用しようとする者 （同条第１項において「成果活用事業者」と規定される。以下 「法」 、

人発ベンチャー」という ）に対し、当該大学等の有する知的財産権の移転、設定又は許。

諾、技術的な指導又は助言、その保有する施設又は設備の貸付けその他の研究開発の成果

の普及及び活用の促進に必要な支援を行うよう努めることとされました。また、同条第３

項において、そのような法人発ベンチャーに対する支援に当たっては、法人発ベンチャー

の資力その他の事情を勘案し、特に必要と認める場合には、その支援を無償とし、又はそ

の支援の対価を時価よりも低く定めること等の措置をとることができると定めています。

加えて、同法第３４条の５には、国立大学法人等が法人発ベンチャーに対してそうした措

置をとる場合において、当該法人発ベンチャーの発行した株式等を取得及び保有すること



が可能であることが定められています（参考資料２をご参照ください 。その上で、科技）

イノベ活性化法の成立を受けた株式等の取得及び保有を行う際に留意すべき点として、平

成３１年１月２９日付で「研究開発法人及び国立大学法人等による成果活用事業者に対す

る支援に伴う株式又は新株予約権の取得及び保有に係るガイドライン （平成３１年１月」

１７日付内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当 ・文部科学省科学技術・学）

術政策局。以下 「ガイドライン」という ）がとりまとめられました（参考資料３をご、 。

参照ください 。）

これを受けて、今後は、科技イノベ活性化法に係る法人発ベンチャーの株式等の取得及

び保有の扱いについては、平成２９年通知にかかわらず、科技イノベ活性化法及びガイド

ラインにより取扱うこととして差し支えありませんので、その旨ご連絡いたします。

各国立大学法人等におかれましては、その取扱いにつき遺漏の無いようお願いいたしま

す。

参考資料１ 国立大学法人及び大学共同利用機関法人が株式及び新株予約権を取得する場

合の取扱いについて（通知）

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律参考資料２

第六十三号 （抄））

参考資料３ 研究開発法人及び国立大学法人等による成果活用事業者に対する支援に伴う

株式又は新株予約権の取得及び保有に係るガイドライン

【本件連絡先】

（国立大学法人について）

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課法規係

電話：０３－６７３４－３７６０

hojinka@mext.go.jpメールアドレス：

（大学共同利用機関法人について）

文部科学省研究振興局学術機関課企画指導係

電話：０３－６７３４－４１６９

gakkikan@mext.go.jpメールアドレス：



２９文科高第４１０号

平成２９年８月１日

各 国 立 大 学 法 人 学 長

各大学共同利用機関法人機構長

文部科学省高等教育局長

義 本 博 司

（印影印刷）

文部科学省研究振興局長

関 靖 直

（印影印刷）

国立大学法人及び大学共同利用機関法人が株式及び新株予約権を

取得する場合の取扱いについて（通知）

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「国立大学法人等」という ）は、国立。

大学法人法（平成１５年法律第１１２号。以下「法」という ）第２２条第１項第６号及。

び第２９条第１項第５号により、国立大学法人法施行令（平成１５年政令第４７８号。以

下 政令 という 第３条において定める特定大学技術移転事業を実施する者 以下 承「 」 。） （ 「

認 」という ）に対し、又は、法第２２条第１項第７号及び第２９条第１項第６号にTLO 。

より、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２２条において定める認定特定研

究成果活用支援事業計画に従って特定研究成果活用支援事業を実施する認定特定研究成果

活用支援事業者（以下「認定 」という ）に対し、出資し株式を取得することが認めVC 。

られています。また、法第３４条の４第１項の規定により指定された指定国立大学法人に

おいては、法第３４条の５第１項の規定により、政令第２４条各号に掲げる事業を実施す

る者に対し出資し株式を取得することが認められています。

国立大学法人等が承認 、認定 及び政令第２４条各号に掲げる事業を実施するTLO VC
者以外の株式を取得することについて、法は直接言及しておらず、これまで「国立大学法

人及び大学共同利用機関法人が寄附及びライセンス対価として株式を取得する場合の取扱

いについて （１６文科高第１０１２号平成１７年３月２９日付文部科学省高等教育局長」

・研究振興局長通知 「国立大学法人等が寄附及びライセンス対価として新株予約権を）、
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取得する場合の取扱いについて （２０文科高第２６０号平成２０年７月８日付文部科学」

省高等教育局長・研究振興局長通知）及び「国立大学法人等が寄附により取得した株式の

取扱いについて （平成２０年３月２８日付文部科学省高等教育局国立大学法人支援課・」

研究振興局研究環境・産業連携課事務連絡 （以下「３通知等」という ）において、一） 。

定の条件のもと、寄附及びライセンス（特許等の譲渡又は実施権の設定等をいう。以下同

じ ）の対価により株式を取得することが可能であることをお示ししてきたところです。。

一方、平成２９年６月９日に閣議決定された「未来投資戦略２０１７ － のSociety5.0
実現に向けた改革－」において 「大学等がベンチャーを支援する場合、コンサル料・施、

設利用料としても新株予約権を取得可能とし、新株予約権を行使して取得した株式も、当

該株式公開後も、一定の期間、保有することを許容」することが「イノベーション・ベン

チャーを生み出す好循環システム」のために新たに講ずべき具体的施策として示されまし

た。また 「国立大学法人等が実施することのできる「収益を伴う事業」の考え方につい、

て （平成２８年３月３１日付文部科学省高等教育局国立大学法人支援課・研究振興局学」

術機関課事務連絡。以下「平成２８年事務連絡」という ）において、国立大学法人等は。

法第２２条第１項各号又は法第２９条第１項各号の範囲内の業務を行う中で、適当な対価

を取得することが可能であることを示したところですが、大学発ベンチャー企業を支援す

る施策の一環として、その対価を株式及び新株予約権（以下「株式等」という ）で取得。

することも必要であると考えており、このような場合の取扱いについての整理が必要とな

っています。さらに、国立大学法人等が自らの強み・特色を生かした機能強化を進めてい

くなかで、その経営を支える財務基盤の強化が一層重要となってくることも踏まえ、国立

、 、 、大学法人等が取得した株式を保有し 売却することについて 法の趣旨にも照らしながら

改めてその取扱いについて明確化する必要があります。

、 、 、このため 別添のとおり 国立大学法人等が株式等を取得する場合の取扱い等について

新たに取りまとめましたので、各国立大学法人等におかれましては、その取扱いにつき遺

漏の無いようお願いいたします。

なお、本通知をもって、３通知等は廃止いたします。

【提出先・問い合わせ先】

（国立大学法人について）

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課法規係

電話：０３－６７３４－３７６０

hojinka@mext.go.jpメールアドレス：

（大学共同利用機関法人について）

文部科学省研究振興局学術機関課企画指導係

電話：０３－６７３４－４１６９

gakkikan@mext.go.jpメールアドレス：



【別添】

国立大学法人及び大学共同利用機関法人が株式及び新株予約権を

取得する場合の取扱いについて

１．国立大学法人等における株式等取得の取扱い

国立大学法人等は、基本的には公的資金によって運営される法人であることから、国民

のニーズに対応しない業務が自己増殖的に増えることを防止するため、法に出資業務に関

する根拠規定がある場合以外は出資により株式を取得することはできない。

また、国立大学法人等は、法第３５条において準用する独立行政法人通則法（平成１１

年法律第１０３号）第４７条に規定する業務上の余裕金の運用、及び、法第３４条の３第

２項に規定する業務上の余裕金の運用の方法として、株式を取得することは認められてい

ない（※１ 。）

※１ 国立大学法人等が法第３４条の３第２項第３号に規定する金銭信託の方法により業

務上の余裕金の運用を行うにあたり、国立大学法人等が同号ロ及び政令第２３条で定

める投資判断の全部を一任する投資一任契約を締結した場合には、信託会社（信託業

法（平成１６年法律第１５４号）第３条又は第５３条第１項の免許を受けたものに限

る ）又は信託業務を営む金融機関が株式に投資することは可能。。

他方、上記以外の手法により、国立大学法人等が株式等を取得することについては必ず

、 、しも法律において定めがないものの 安定的な業務運営が確保されることを前提としつつ

以下のような手法により株式等を取得することについては法的に可能と解される。

（１）寄附により株式等を取得する場合

国立大学法人等が寄附により株式等を取得することについては法律において直接には

禁止されておらず、また、寄附により株式を受け入れられないことは法人として得べか

りし利益の放棄につながることから、寄附目的が、国立大学法人等の業務に資する場合

で、寄附条件が国立大学法人等の業務を不当に拘束することがない場合には、寄附者の

意向を尊重して株式等を受け入れることは法的に可能と解されること。

なお、国立大学法人等が株式の保有にあたり総株数の過半の比率を占めることのない

よう留意が必要であること。

（２）国立大学法人等が実施する「収益を伴う事業」の対価として現金に代えて株式等を

取得する場合

平成２８年事務連絡（参考資料参照 ）においても示した通り、国立大学法人等は、。

法第２２条第１項各号又は法第２９条第１項各号に規定される業務と離れて、収益を目

的とした別の業務を行うことはできないが、同項各号の範囲内の業務を行う中で、受益

者に対し費用の負担を求め、結果として、収益を伴うことまでは否定されていない。

その対価として現金に代えて株式等を受け入れざるを得ないような場合には、株式等

を取得することは法的に可能と解されること。

ただし、国立大学法人等においてその取得を慎重に判断した上で実施するものである



ことに留意すること。また、この取扱いは、当該対価を現金により支払うことが困難な

大学発ベンチャー企業等を対象として想定しているものであり、株式公開企業等の現金

による支払が可能な企業について、現金に代えて株式等を取得することは法の趣旨に照

らし妥当な取扱いとは解されないこと。

（想定される対価の例）

・国立大学法人等の教育研究活動に支障のない範囲内において、一時的に、国立大

学法人等の施設を使用させる対価

・国立大学法人等の教育研究活動の成果を活用し、技術相談業務、技術顧問業務、

法律相談業務等、技術的な支援を行い、得る対価 など

※取得した新株予約権の会計処理について

．（ ） （ ） 、１ １ 又は ２ の対価として新株予約権を取得した場合の会計処理については

国立大学法人会計基準に特段の規定がないため、公正妥当な企業会計の基準に準拠する

こととなること。その際、取得した新株予約権の時価が把握できる場合には、時価評価

し資産計上するとともに同額を収益計上することとなり、当該新株予約権の時価が把握

できない場合には （２）の「収益を伴う事業」の対価に見合う額を参考にすることと、

なること。ただし、時価及び当該対価に見合う額のいずれも把握できない場合には、備

忘価額にて資産計上することとなること。

２．新株予約権の権利行使を行う場合

（１）新株予約権の権利行使について

国立大学法人等が、１ （１）の寄附又は１ （２）の対価として取得した新株予約． ．

権を権利行使する過程において、当該新株予約権の権利行使を行って株式を取得するこ

とは、法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４７条における業務上の余裕

金の運用制限の対象とはならないため、可能であると解されること。

（２）新株予約権の権利行使に要する経費について

新株予約権の権利行使に要する経費は、当該新株予約権の現金化の過程における必要

経費の支出であって、業務上の余裕金の運用制限の対象とはならないものであるため、

当該所要額の支出は可能であること。

また、この場合における当該所要額の支出については、３ （２）②の通り、議決権．

の行使など株主として株主発行元の会社の経営に参加する権利（経営参加権）などいわ

ゆる共益権の行使を前提とするものではないため、法第２２条第１項第６号、第７号、

第２９条第１項第５号、第６号及び第３４条の５第１項に規定する出資に相当するもの

ではないと解されること。

（３）新株予約権の権利行使の際の会計処理について

新株予約権の権利行使による株式取得時の会計処理について、当該株式は有価証券の

取得として処理され、当該株式の取得価額は、新株予約権の計上額及び権利行使時にお



ける払込額の合計額となること。

また、当該株式の売却時の会計処理については、有価証券の売却として処理され、取

得価額と売却価額との差額が売却損益となるが、当該取引に係る損益は、通常の有価証

券の売却損益とは意味合いが異なるため、１ （２）の「収益を伴う事業」の対価とし．

ての損益であること等、必要事項を注記などにより明らかにする必要があること。

なお、１．における「※取得した新株予約権の会計処理について」の処理も含め、こ

れらの会計処理については、事前に会計監査人と協議されたい。

３．株式取得後の留意点

１ （１）の寄附及び１ （２）の「収益を伴う事業」の対価として株式を取得した場． ．

合並びに２．の新株予約権の権利行使により株式を取得した場合、その取得後において以

下の点に留意する必要があること。

（１）株式保有上の留意点

①株式の取得後、特段の事情なく保有し続けることは、余裕金の運用が制限されている

法の趣旨にかんがみ適切でないことから、換金可能な状態になり次第速やかに売却す

ることが求められること。

②①における「特段の事情」としては、例として次に掲げる事情があげられ、この場合

には必要な期間保有し続けることができるものであること。ただし、国立大学法人等

の業務が、法第２２条第１項各号及び第２９条第１項各号に規定する業務の範囲に限

定され、公益性があるものであることにかんがみ、当該株式の保有により得た配当金

等を原資として実施する行為も、当然に、当該国立大学法人等の業務の遂行の範囲内

である必要があること。また、一定の期間の保有により、当該株式の価額が結果とし

て下落する可能性があることも十分留意した上で国立大学法人等においてその保有を

判断すること。

ア 寄附により取得した株式について、その配当金等を原資として寄附目的の遂行に

充てることを想定したものであるなど、国立大学法人等が一定の期間において株式

を保有することが寄附目的である場合（※２）

イ 「収益を伴う事業」の対価として取得した株式について、換金可能な状態になっ

た時点では、当該株式の価額が当該「収益を伴う事業」の対価に見合わないと国立

大学法人等が判断した場合

ウ 取得した大学発ベンチャー企業等の株式が上場された際、一斉かつ大量に売却す

ることで当該株式の急激な価値の下落を招く恐れがある場合

③②の「特段の事情」にあたるとして株式を保有し続ける際には、国立大学法人等の業

務の公益性にかんがみ、学内の規則等一定のルールに基づき、しかるべき責任体制の

下で、適切に管理されているなどの適正性の確保が必要であること。特に、金融商品

取引法（昭和２３年法律第２５号）第１６６条におけるインサイダー取引規制に違反

しないよう、留意すること。

④各事業年度末における株式の保有状況については、財務諸表の附属明細書において情

報開示することとされており、特定の株式を相当期間に亘って保有している場合、そ

の意図がなくとも相当の関係があるものと見なされかねないことに留意した上で、そ

の保有の正当な理由についての説明責任が担保されているなど透明性及び公正性の確

保が必要であること。



⑤上記①から④までについては、取得した株式が未公開株である場合も同様の考え方で

あること。

※２ ただし、予め寄附者との合意がある場合には、国立大学法人等は、当該寄附目的

が終了していない場合においても、その達成状況に配慮しつつ、当該株式の全部又

は一部を売却することができる。

（２）株主としての権利行使上の留意点

①配当の形で利益の分配を受ける権利（利益配当請求権）及び経営破たんなど会社が解

散しなければならなくなった場合に、精算後の残余財産を受ける権利（残余財産分配

請求権）などのいわゆる自益権を行使することは、特段の制約はないこと。

②議決権の行使など株主として株式発行元の会社の経営に参加する権利（経営参加権）

などのいわゆる共益権を行使することは、国立大学法人等の業務の範囲を超えるもの

であり、原則認められないこと（※３ 。）

※３ しかし、当該企業等の経営再建方法等について株主としての意思表示をしなけれ

ば当該企業等の存続に重大な悪影響を及ぼし、かつ国立大学法人等の研究成果の普

及等の観点から当該企業等の存続が必要不可欠と考えられるような場合には、経営

参加権を行使せざるを得ないことも想定され、このような例外的かつ緊急避難的な

場合に限り必要最小限の範囲で経営参加権を行使することはやむを得ないものと考

えられること。

以上
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参考資料２ 
 
科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律第六十三号）（抄） 
 
（定義） 

第二条 この法律において「研究開発」とは、科学技術（人文科学のみに係るものを除く。

第十五条の二第一項及び第四十九条を除き、以下同じ。）に関する試験若しくは研究又は

科学技術に関する開発をいう。 
 
（産学官連携の促進） 

第三十四条の二 研究開発法人及び大学等は、民間事業者におけるイノベーションの創出

を効果的に行うためには研究開発法人及び大学等がその研究開発能力を最大限に発揮し

て積極的に協力することが重要であるとともに、このような協力を行うことがその研究開

発能力の強化に資することに鑑み、産学官連携を組織的に推進するために必要な体制の整

備、仕組みの構築、民間事業者に対する情報の提供その他の取組を行うよう努めるものと

する。 
２ 国は、研究開発法人及び大学等による前項の取組への支援その他の産学官連携を促進

するために必要な施策を講ずるものとする。 
３ 民間事業者は、研究開発法人又は大学等と産学官連携を行う場合には、研究開発の成果

の取扱い、人事交流、資金の負担等に関し、当該研究開発法人又は大学等の研究開発能力

の維持及び向上に寄与することに配慮するよう努めるものとする。 
４ 研究開発法人、大学等及び民間事業者は、産学官連携を行うに当たり、知的財産の保護

並びに個人及び法人に係る情報の適切な管理に努めるものとする。 
 
（共同して研究開発等を行う場合等における経費についての負担） 

第三十四条の三 研究開発法人及び大学等は、民間事業者と共同して又はその委託を受け

て研究開発等を行う場合には、当該民間事業者との合意に基づき、当該研究開発等に従事

する者の人件費、当該研究開発等に係る施設及び設備の維持管理等に必要な経費その他の

直接経費及び間接経費のほか、産学官連携に係る活動の充実強化に必要な経費についても、

その負担を求めることができる。 
 
（成果活用事業者への支援） 

第三十四条の四 国は、研究開発法人又は大学等の研究開発の成果を事業活動において活

用し、又は活用しようとする者（以下「成果活用事業者」という。）による当該研究開発の

成果を活用した新たな事業の創出又はその行う事業の成長発展を支援するために必要な

施策を講ずるものとする。 
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２ 研究開発法人及び大学等は、その研究開発の成果の普及及び活用の促進を図るために

適当と認めるときは、当該研究開発法人又は当該大学等の研究開発の成果に係る成果活用

事業者が円滑に新たな事業を創出し、又はその行う事業の成長発展を図ることができるよ

う、当該研究開発法人及び大学等の有する知的財産権の移転、設定又は許諾、技術的な指

導又は助言、その保有する施設又は設備の貸付けその他の研究開発の成果の普及及び活用

の促進に必要な支援を行うよう努めるものとする。 
３ 研究開発法人及び国立大学法人等（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）

第六十八条第一項に規定する公立大学法人を含む。次条において同じ。）は、前項に規定す

る支援を行うに当たっては、成果活用事業者の資力その他の事情を勘案し、特に必要と認

める場合には、その支援を無償とし、又はその支援の対価を時価よりも低く定めること等

の措置をとることができる。 
 
（研究開発法人及び国立大学法人等による株式又は新株予約権の取得及び保有） 

第三十四条の五 研究開発法人及び国立大学法人等は、成果活用事業者に対し前条第三項

の措置をとる場合において、当該成果活用事業者の発行した株式又は新株予約権を取得す

ることができる。 
２ 研究開発法人及び国立大学法人等は、前項の規定により取得した株式又は新株予約権

（その行使により発行され、又は移転された株式を含む。）を保有することができる。 
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